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代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業

緊急雇用創出事業の拡充に伴い、介護職員等（介護保険サービス事業その他の福祉サービスに従事する職

員）の資質向上等を図るとともに、地域におけるさらなる雇用創出を図る観点から、「介護職員等を研修等に派

遣する場合に必要な代替職員を雇用する事業」を、緊急雇用創出事業の事業例として位置づける。

事業内容

＜事業例１＞

事業所等（介護サービス事業所又は施設）が、現任介護職員等（現に雇用する介護職員等）の資質向上

を図るため、当該現任介護職員等を事業所等が策定する研修計画に基づく研修等に参加させる場合に必

要な代替職員を雇用する事業

＜事業例２＞

外部機関からの依頼等に基づき、介護職員等の資質向上等のための研修における講師として、現任介

護職員等の派遣等を行う場合に必要な代替職員を雇用する事業

具体的な事業例

（資料） 「全国介護保険担当課長会議（平成２１年５月２８日）」資料に基づき作成

介護職員処遇改善交付金のキャリアパス要件
１．キャリアパスに関する要件

① 次の１から３までに掲げる要件に該当していること。
１ 介護職員の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めている。

２ １に掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）について定めてい
る。
３ １及び２の内容について、就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、すべての介護職員に周知している。

（注） 就業規則「等」については、法人全体の取扱要領的なものや、労働基準法上の作成義務がない小規模事業所（場）における内
規等を想定。

② ①によりがたい場合は、その旨をすべての介護職員に周知した上で、次に掲げる要件に該当していること。
介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上のための目標及びその具体的な取り組みを

定めている。

１ 「資質向上のための目標」の例は次のとおり。
(1) 利用者のニーズに応じた良質なサービスを提供するために、介護職員が技術・能力（例：介護技術・コミュニケーション能力
・協調性・問題解決能力・マネジメント能力等）の向上に努めること。

(2) 事業所全体での資格等（例：介護福祉士、介護職員基礎研修、訪問介護員研修等）の取得率向上。

２ 「具体的な取り組み」については次の(1)又は(2)に掲げる事項を必須とする。
(1) 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施（OJT、OFF-JT等）するとともに、介護職員の能力評
価を行うこと。

(2) 資格取得のための支援（例：研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用（交通費・受講料等）の援助等）

２．適用時期

①届出期限：平成２２年９月末日 ②減算の適用時期：平成２２年１０月サービス分～

３．減算率

サービスごとの交付金の額×10％を減算

（資料） 「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議（平成２２年３月５日）」資料に基づき作成
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離職者等を対象とした職業訓練

＜施設内訓練＞

○国（（独）雇用・能力開発機構） ※主にものづくり分野の訓練を実施

訓練コース：金属加工科、電気設備科、制御技術科等

訓練期間：標準６か月 就職率：78.5%

○都道府県 ※地域の実情に応じた訓練を実施

訓練コース：自動車整備科、造船溶接技術科、造園科等

訓練期間：標準６か月～１年 就職率：66.0%

＜委託訓練＞ （委託元は能開機構又は都道府県） 就職率：68.3%

・委託先：民間教育訓練機関、大学、事業主団体等

・訓練コース：ＯＡ事務科、経理事務科、介護サービス科等

・訓練期間：標準３か月

公
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業
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練
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練
）

緊
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人
材
育
成
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援
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職
業
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練
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金
訓
練
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○雇用保険を受給できない方等に対して、

・新規成長や雇用吸収の見込まれる分野（医療、介護・福祉等）における
基本能力から実践能力までを習得するための訓練（３～６か月）

・再就職に必須のＩＴスキル等を習得するための訓練（３か月）

を実施。

○実施主体は、民間教育訓練機関等

○併せて、訓練期間中の生活保障（「訓練・生活支援給付」）を実施。

・単身者：月10万円、扶養家族を有する者：月12万円

・希望者には貸付を上乗せ（単身者：月５万円まで、扶養家族を有する者：
月８万円まで）

※年収要件など、一定の要件あり。
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２１年度
計画数

施設内訓練
：４万５千人

委託訓練
：１７万４千人

＜合計＞
２２万人

※就職率は、20年度の実績

２１年度
目標数

～２１年７月末より開始～

訓練定員数

２１年末まで
：５万人

２１年度末まで
：１０万人

（資料）

労働政策審議会職業能力開発分
科会資料に基づき作成

介護労働市場全体の労働環境整備
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趣旨

雇用保険を受給できなくても安心して職業訓練を受けられるように、主たる生計者等一定の要件を満たす受講者に

は、訓練期間中の生活費を給付（希望者には貸付を上乗せ）する。

（ｉｉ）

【月額】

（１） 主な要件

以下のいずれにも該当する者

① 公共職業安定所長のあっ旋により、基金訓練または公共職業訓練を受講している者

② 雇用保険や職業転換給付金を受給できない者

③ 原則として申請時点の前年の状況で世帯の主たる生計者であること

④ 年収が200万円以下であり、かつ、世帯全体の年収が300万円以下であること。

⑤ 世帯全員で保有する金融資産が800万円以下であること。

⑥ 現在住んでいる土地・建物以外に、土地・建物を所有していない者

概要

訓練・生活支援給付のあらまし

（２） 受講者に対する給付金・貸付

給付 貸付

（１）単身者 １０万円 上限５万円

（２）被扶養者を有する者 １２万円 上限８万円

※ 給付・貸付を受けるには訓練の出席日数が８割以上必要

（資料出所）労働政策審議会職業能力開発分科会資料

職種横断的スキル向上
のための訓練
（3ヶ月）

・ ITスキル

・ 会計・簿記 等

基礎的能力の習得のため
の訓練

基礎演習コース
（6ヶ月）

・ 基礎力の養成
・ 主要な業界、職種に係る
短期間の体験の場の提供等

実践演習コース
（3～6ヶ月）

・ 各業界、職種で求め
られる知識・技能の習
得

基金訓練の実施イメージ

【実践演習コースの主な実施分野と規模】

分野・職種 具体的な訓練コース

情報通信、情報
処理、コンテンツ
等

プログラム（ＪＡＶＡなど）・ソフトウェア・
コーディネーター・システム運用・構築
プロモート 等

介護・福祉 介護職員基礎研修、ホームヘルパー
２級 等

医療 医師事務作業補助者（医療秘書）等

農業 造園、農業経営 等

環境 リサイクル、第二種電気工事士 等

地域ニーズ
地場産業、ものづくり、観光、サービス
等の地域ニーズに対応したもの（上記
分野を含む）

（資料） 労働政策審議会職業能力開発分科会資料に基づき作成
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「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム②
～介護福祉士の養成を目指すコースの場合～

９：００

１８：３０

１７：００

１６：２０

養成機関における講義及び実習

養成機関から施設への移動時間

介護施設における介護労働

※ なお、夏期・冬期等の長期休暇中は通常シフトで勤務可能

○通常通学時：養成機関における
日課終了後、要介護者への
夕食・入浴の世話などの介
護労働

○長期休暇時：一般職員と同様
のシフトで勤務可能

介護施設 介護福祉士養成機関

介護施設 ：離職失業者等を有期雇用契約（１年契約を更新して実質２年）にて雇入れ
養成機関における講座受講とともに、施設における介護補働を業務指示

委託事業費：講座受講中を含め、雇入れ期間中の対象者の賃金
養成機関における受講料 等

地方公共団体

※緊急雇用創出事業を、介護施設に委託

○ 年間スケジュール（例）

○雇用契約期間内に、給料を
得ながら無料で、介護福祉
士資格取得のための、通常
の講座を受講する。

○２年間で１８００時間の講義
（学科、実技及び実習）を
受講する。

１３：１０

１２：１０

昼休み

（資料出所）

厚生労働省「今後の介護人材養成の
在り方に関する検討会」資料

「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム①
～ホームヘルパー２級の養成を目指すコースの場合～

９：００

１８：３０

１７：２０

１６：２０

養成機関における講義及び実習

養成機関から施設への移動時間

介護施設における介護労働

※ なお、夏期・冬期等の長期休暇中は通常シフトで勤務可能

○通常通学時：養成機関における
日課終了後、要介護者への
夕食・入浴の世話などの介
護労働

○休講日及び受講終了後
： 一般職員と同様のシフトで
勤務可能

介護施設 ヘルパー２級養成機関

介護施設：離職失業者等を有期雇用契約（１年以内）にて雇入れ
養成機関における講座受講とともに、施設における介護労働を業務指示

委託事業費：講座受講中を含め、雇入れ期間中の対象者の賃金
養成機関における受講費用 等

地方公共団体

※緊急雇用創出事業を、介護施設に委託

○ 講座受講中の週間スケジュール（例）

○ 雇用契約期間内に、給料を
得ながら無料でホームヘルパ
ー２級取得のための、 通常の
講座を受講する。

○ １３０時間の講義（学科、実技
及び実習）を受講。
※うち、実習３０時間。

○ カリキュラムについては、
・週１回通学、４ヶ月程度
・週３回通学、３ヶ月程度
・週５回通学、２ヶ月程度
等、様々な講座が開講されて
いる。

１３：１０

１２：１０

昼休み

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜

（資料出所）

厚生労働省「今後の介護人材養成の在り
方に関する検討会」資料
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ジョブ・カード制度の概要

●「雇用型訓練」には企業に
対する助成金制度あり

●「委託型訓練」には受講生
への貸付制度あり

ハローワーク

ジョブカフェ等
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ャ
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・
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訓練を要せず就職

企
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能

力

評

価

能力評価

職業選択や職業キャ

リアの方向を明確化

訓

練
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（訓練のスキーム）
教育訓練機関における座学等

＋
企業での実習

（訓練のタイプ）
① 雇用型訓練

・有期実習型訓練
・実践型人材養成システム

→ 企業が訓練生を雇用して実施
（知識習得部分について、企業
内外の指導員が実施）

※ 企業に対して助成金を支給

② 委託型訓練
・日本版デュアルシステム
・企業実習先行型訓練システム

→ 専修学校等に委託して実施
（企業実習部分について、協力
企業に再委託して実施）

※ 受講生に対して訓練中の生活費の保障を実施

就職活動に活用

ジョブ・カード
の作成（２）

職務経歴、学習歴、
取得資格等を記載

キャリア・コンサルタ
ントによる就業希望・
訓 練 希 望 等 の
確認

ジョブ・カード
の作成（１）

創設の背景：人口減少下における持続的な経済成長のためには、一人一人が能力を開発する機会をもち、能力を発揮できる社会の実現
が重要。他方、就職氷河期に非正規労働にとどまらざるを得なかったフリーターや、子育て終了後の女性、母子家庭の母親
等については、能力を高めて正社員になりたくても、そのための能力形成機会に恵まれないという悪循環が存在。こうした悪
循環を打開し、「職業能力形成機会に恵まれない者」の能力開発・安定雇用を支援するため、ジョブ・カード制度を創設。

施策の概要：職業能力形成機会に恵まれない者（フリーター、子育て終了後の女性、母子家庭の母親等）について、国、産業界等が連携し
て、その職業能力を高めるための機会を提供。具体的には、①きめ細かなキャリア・コンサルティング、②企業実習を組み込
んだ実践的な職業訓練、③能力評価結果や職務経歴等のジョブ・カードへの取りまとめを通じ、安定雇用への移行を促進。

職業能力形成プログラム職業能力形成プログラム

（資料） 厚生労働省ホームページより

ジョブ・カードについて

ジョブ・カードとは

※ ファイル全体を「ジョブカード」と総称

正社員経験が尐ない者が正社員となることを目指して、

・ ハローワーク、ジョブカフェ等での、職務経験、学習歴・訓練歴、免許・取得資格等を記載した「ジョブ・

カード」によるキャリアコンサルティングを通じ、

・ 企業における実習と教育訓練機関等における座学を組み合わせた実践的な職業訓練（職業能力形成

プログラム）を受講し、訓練修了後の評価結果である評価シートの交付を受け、

「ジョブ・カード」に取りまとめ、就職活動やキャリア形成に活用する制度。

ジョブ・カード制度とは

総括表 職務経歴
学習歴
訓練歴

免許
取得資格

キャリア
シート

評価
シート

ジョブ・カード

（資料） 厚生労働省ホームページに基づき作成
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○ 短時間正社員とは、他の正規型のフルタイムの労働者（※）と比べて、その所定労働時間（所定労働日数）が
短い正規型の労働者であって、次のいずれにも該当する労働者である。

① 期間の定めのない労働契約を締結している者
② 時間当たりの基本給及び賞与・退職金等の算定方法等が同一事業所に雇用される同種のフルタイムの
正規型の労働者と同等である者

※正規型のフルタイムの労働者：１日の所定労働時間が８時間程度で週５日勤務を基本とする、正規型の労働者

○ 企業内において、このような働き方を就業規則等に制度化することを指して、「短時間正社員制度」と呼んで
いる。

《短時間正社員の働き方の例》
・ 一日の所定労働時間を短くする（例：１日５時間、週５日勤務等）
・ 一週間の所定労働日数を短くする（例：１日８時間、週４日勤務等）

短時間正社員制度について

（参考）短時間正社員とパート・アルバイトの違い

短時間正社員

○雇用契約
無期契約（何もなければ定年まで雇用）

○給与
フルタイム正社員を基準に就業時間に比例した待遇。

パート・アルバイト

○労働契約の期間
一般的には有期契約（３ヶ月更新・１年更新など）

○給与

フルタイム正社員の時間当たりの基本給とは異なる
水準の時間給

（資料） 厚生労働省ホームページに基づき作成

地域介護・福祉空間整備等交付金について

小規模福祉施設のスプリンクラー整備事業（平成２１年度～）

介護療養病床転換に係る整備事業（平成１８年度～）

消防法施行令の改正に伴い、新たにスプリンクラー設置が義務付けられた小規模の福祉施設におけるスプリンクラー設置を
支援するもの。交付金の活用により早急なスプリンクラー設置を図り、入居者の安全確保の徹底を図られたい。

平成２３年度末までに介護療養病床の転換を計画的に進めていくもの。交付金を活用の上、転換整備を計画的に進めていく
ことが重要。

低所得高齢者の居住対策：都市型ケアハウス（仮称）平成２２年度新規

施設内保育施設整備事業平成２２年度新規

平成２１年度以前からの事業

単身の低所得高齢者が増大している中、要介護度は低いものの、見守り等が必要なため居宅において生活が困難な
高齢者に対応するため、都市型ケアハウス（仮称）を創設するもの。
なお、都市型ケアハウス（仮称）、軽費老人ホームとともに、養護老人ホームの計画的な整備に引き続き取り組ま

れたい。

介護関連施設で働く職員が仕事と子育てを両立できる環境を整備することにより、優秀な人材の確保や定着等を図
るもの。

平成２２年度においては、従来実施していた小規模特別養護老人ホーム等の整備については、「介護基盤緊
急整備等臨時特例基金」において補助が行われることとなるため、本交付金においては、以下の事業について
積極的に取り組まれたい。

（資料出所） 「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議（平成２２年３月５日）」資料
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主なサービスの人員基準
職種 配置基準 勤務形態 任用要件

管理者 1 常勤 －

サービス提供責任者

以下にいずれかによる
　・　サービス提供時間450時間又は
　　その端数を増すごとに１以上
　・　訪問介護員等の数10人又はそ
　　の端数を増すごとに1人

原則常勤
複数のサ責のうち、１人分

は非常勤可
（５人超のサ責の場合は

1/3）

介護福祉士、介護職員基礎研修修了
者、ホームヘルパー１級の者又はホー
ムヘルパー２級で実務経験３年の者

訪問介護員等 ２．５以上 －
介護福祉士、介護職員基礎研修修了
者、ホームヘルパー１級、２級、３級

管理者 1 常勤 －

看護師又は准看護師 １以上 －

介護職員 ２以上 －

管理者 1 常勤 －

保健師、看護師又は
准看護師

２．５以上 １名は常勤 －

理学療法士、作業療
法士又は言語聴覚士

訪問看護ステーションの実情に応じた
適当数

－ －

管理者 1 常勤 －

保健師、看護師又は
准看護師

適当数 － －

管理者 1 常勤 －

生活相談員 単位ごとに１以上 ※
社会福祉主事、社会福祉士その他これ
に準ずる者

看護職員 単位ごとに１以上 － －

介護職員
単位ごとに利用者15人までは1、それ以上は利用者

5又はその端数を増すごとに1
※生活相談員又は介護職
員のうち１人以上は常勤

－

機能訓練指導員 １以上 －
理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、看護職員、柔道整復師、又はあん
摩マッサージ指圧師

分類

訪
問
系

訪問入浴介護

訪問看
護

病院・診療所
以外

病院・診療所

通
所
系

１名は常勤

サービス類型

訪問介護

居
宅
サ
ー

ビ
ス

通所介護

（資料） 介護保険関係法令等に基づき作成
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職種 配置基準 勤務形態 任用要件

代表者 1 － 厚労大臣が定める研修の修了者

管理者 共同生活住居毎に1 常勤
厚労大臣が定める研修の修了者で認知
症介護に係る実務経験３年以上の者

計画作成担当者 共同生活住居毎に1 －
厚労大臣が定める研修の修了者※介
護支援専門員1以上

日中　共同生活住居毎に３：１以上

夜間及び深夜　共同生活住居毎に1以上
（同時に２つの共同生活住居まで従事可）

施設長(管理者) 1 常勤

社会福祉主事、社会福祉士、社会福祉
事業に２年以上従事した者その他これ
に準ずる者（施設長資格認定講習会を
終了した者）

医師 必要数 ー －

看護・介護職員

３：１以上
（看護職員は入所者の数が３０を超えないものは１以上、３０を

超えて５０を超えないものは２以上、５０を超えて１３０を超えない
ものは３以上、１３０を超えるものについては、３に、１３０を超え

て５０又はその端数を増すごとに１を加えた数以上）

介護職員・看護職員それ
ぞれ１人以上は常勤

－

生活相談員 １００：１以上 常勤
社会福祉主事、社会福祉士その他これ
に準ずる者

栄養士 １以上
入所定員が４０人以下
の場合は配置不要

－

機能訓練指導員 １以上 －
理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、看護職員、柔道整復師又はあん摩
マッサージ指圧師

介護支援専門員 １以上（１００：１を標準）
１人は常勤

増員は非常勤も可
－

管理者 1 常勤
原則医師、都道府県の承認を受けた場
合は医師以外の者が可能

医師 １以上（１００：１） １人以上は常勤 －

看護・介護職員
３：１以上

（看護職員は２／７程度、介護職員は５／７程度を標準）
－ －

薬剤師 ３００：１を標準 － －

支援相談員 １００：１以上
常勤

2人目以降は常勤換算
保健医療及び社会福祉に関する相当な
学識経験を有している者

理学療法士、作業療
法士又は言語聴覚士

１００：１以上 常勤換算 －

栄養士 入所定員１００以上では、１以上 常勤 －

介護支援専門員 １以上（１００：１を標準）
１人は常勤

増員は非常勤も可
－

サービス類型

老人保健施設

施
設
サ
ー
ビ
ス

特別養護老人ホーム
(介護老人福祉施設)

－

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

認知症対応型
共同生活介護

分類

介護従業者 1人以上は常勤

（資料） 介護保険関係法令等に基づき作成

職種 配置基準 勤務形態 任用要件

管理者 1 常勤 －

医師 １以上 －

生活相談員 １００：１以上 １人は常勤
社会福祉主事、社会福祉士その他これ
に準ずる者

介護職員、看護師又
は准看護師

３：１以上 １人は常勤 －

栄養士 １以上
入所定員が４０人以下
の場合は配置不要

－

機能訓練指導員 １以上 －
理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、看護職員、柔道整復師、又はあん
摩マッサージ指圧師

調理員等 適当数 －

管理者 1 常勤 －

オペレーションセン
ター従業者

オペレーター１以上、面接相談員１以上 －
オペレーターは、看護師、介護福祉士、
医師、保健師、社会福祉士、准看護師、
介護支援専門員

定期巡回サービスを
行う訪問介護員等

必要数以上 － －

随時訪問サービスを
行う訪問介護員等

夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を通じて専
ら随時訪問サービスの提供に当たる訪問介護員等

が１以上確保されるために必要な数以上
－ －

代表者 1 － 厚労大臣が定める研修の修了者

管理者 1 常勤 厚労大臣が定める研修の修了者

通いサービスの利用者：従業者＝３：１以上 －

訪問サービスの提供に当たる従業者：１以上 －

夜間・深夜の業務を行う従業者：１以上（宿泊サービ
スの利用者がおらず、連絡体制が整備できていれ
ば、不要）

－

宿直勤務を行う従業者：１以上（宿泊サービスの利
用者がおらず、連絡体制が整備できていれば、不
要）

－

介護支援専門員 1 － 厚労大臣が定める研修の修了者

小規模多機能型居宅
介護従業者

分類 サービス類型

夜間対応型訪問介護

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

小規模多機能型
居宅介護

短
期
滞
在
系

居
宅
サ
ー
ビ
ス

短期入所生活介護

常勤の者が１人以上、看
護師又は准看護師が１人

以上必要

（資料） 介護保険関係法令等に基づき作成
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